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第
十
五
条
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て「（
納
税
の
猶
予
の
申
請
手
続
等
）」を
付
し
、
同
条
第
一

項
か
ら
第
三
項
ま
で
を
削
り
、
同
条
第
四
項
中
「
第
四
十
六
条
第
一
項
又
は
第
二
項
」
の
下
に「（
納
税
の
猶
予
の
要
件

等
）」を
加
え
、「
第
一
項
又
は
第
二
項
に
」
を
「
法
第
四
十
六
条
の
二
第
一
項
又
は
第
二
項
（
納
税
の
猶
予
の
申
請
手
続

等
）
に
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
一
項
と
し
、
同
条
第
五
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中
「
第
四
項
中
」

を
「
第
一
項
中
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
す
る
。

第
十
五
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

第
十
五
条
の
二

法
第
四
十
六
条
の
二
第
一
項
（
納
税
の
猶
予
の
申
請
手
続
等
）に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
事
項
は
、

次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

法
第
四
十
六
条
第
一
項
（
納
税
の
猶
予
の
要
件
等
）
の
災
害
に
よ
り
そ
の
者
が
そ
の
財
産
に
つ
き
相
当
な
損
失

を
受
け
た
こ
と
の
事
実
の
詳
細
（
財
産
の
種
類
ご
と
の
損
失
の
程
度
そ
の
他
の
被
害
の
状
況
を
含
む
。）

二

納
付
す
べ
き
国
税
の
年
度
、
税
目
、
納
期
限
及
び
金
額

三

前
号
の
金
額
の
う
ち
当
該
猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
金
額

四

当
該
猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
期
間

２

法
第
四
十
六
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

法
第
四
十
六
条
第
二
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
実
が
あ
る
こ
と
及
び
そ
の
該
当
す
る
事
実
に
基
づ
き

国
税
を
一
時
に
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
事
情
の
詳
細

二

前
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項

三

分
割
納
付
の
方
法
に
よ
り
納
付
を
行
う
か
ど
う
か（
分
割
納
付
の
方
法
に
よ
り
納
付
を
行
う
場
合
に
あ
つ
て
は
、

分
割
納
付
の
各
納
付
期
限
及
び
各
納
付
期
限
ご
と
の
納
付
金
額
を
含
む
。）

四

猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
金
額
が
百
万
円
を
超
え
、
か
つ
、
猶
予
期
間
が
三
月
を
超
え
る
場
合
に
は
、
提
供
し

よ
う
と
す
る
法
第
五
十
条
各
号
（
担
保
の
種
類
）
に
掲
げ
る
担
保
の
種
類
、
数
量
、
価
額
及
び
所
在
（
そ
の
担
保

が
保
証
人
の
保
証
で
あ
る
と
き
は
、
保
証
人
の
氏
名
及
び
住
所
又
は
居
所
）
そ
の
他
担
保
に
関
し
参
考
と
な
る
べ

き
事
項
（
担
保
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
特
別
の
事
情
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
事
情
）

３

法
第
四
十
六
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

一

法
第
四
十
六
条
第
二
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
実
を
証
す
る
に
足
り
る
書
類

二

財
産
目
録
そ
の
他
の
資
産
及
び
負
債
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
書
類

三

猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
日
前
一
年
間
の
収
入
及
び
支
出
の
実
績
並
び
に
同
日
以
後
の
収
入
及
び
支
出
の
見
込

み
を
明
ら
か
に
す
る
書
類

四

猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
金
額
が
百
万
円
を
超
え
、
か
つ
、
猶
予
期
間
が
三
月
を
超
え
る
場
合
に
は
、
次
条
の

規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
書
類
そ
の
他
担
保
の
提
供
に
関
し
必
要
と
な
る
書
類

国
税
通
則
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
六
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

政
令
第
百
四
十
二
号

国
税
通
則
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
国
税
通
則
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
十
条
第
二
項
、
第
十
五
条
第
二
項
、
第
四
十
六
条

第
一
項
、
第
四
十
六
条
の
二
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
、
第
百
十
三
条
及
び
第
百
二
十
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の

政
令
を
制
定
す
る
。

国
税
通
則
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
百
三
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
二
中
「
か
ら
第
三
号
ま
で
（
外
国
法
人
に
係
る
法
人
税
の
課
税
標
準
）」を「（
課
税
標
準
）」

に
、「
こ
れ
ら
の
号
に
掲
げ
る
外
国
法
人
の
い
ず
れ
に
も
」
を
「
当
該
外
国
法
人
に
」
に
、「
同
条
第
四
号
」
を
「
同
条
第

二
号
」
に
、「
第
百
三
十
八
条
第
二
号
（
人
的
役
務
の
提
供
事
業
に
係
る
対
価
）」を「
第
百
三
十
八
条
第
一
項
第
四
号（
国

内
源
泉
所
得
）」に
改
め
る
。

第
五
条
第
六
号
中
「
納
付
す
べ
き
法
人
税
」
及
び
「
当
該
法
人
税
」
の
下
に
「
又
は
地
方
法
人
税
」
を
加
え
、
同
号

に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ハ

地
方
法
人
税
法
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
十
一
号
）
第
二
条
第
十
五
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
地
方
法
人
税

中
間
申
告
書
又
は
同
法
第
十
六
条
第
九
項
（
中
間
申
告
）
の
規
定
に
よ
る
申
告
書

課
税
事
業
年
度
（
同
法
第

七
条
（
課
税
事
業
年
度
）
に
規
定
す
る
課
税
事
業
年
度
を
い
う
。
第
十
三
条
第
二
項
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。）

の
開
始
の
日
か
ら
六
月
を
経
過
す
る
時

第
十
三
条
第
二
項
第
二
号
中「（
同
法
第
百
四
十
五
条
第
一
項
（
外
国
法
人
に
対
す
る
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。）若
し
く
は
第
八
十
九
条
」
を
「
、
第
八
十
九
条
」
に
、「
含
む
。）の
規
定
」
を
「
含
む
。）若
し
く
は
第
百
四

十
四
条
の
六
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（
確
定
申
告
）
の
規
定
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
次
条
第
二
項
第
二
号
」

を
「
次
条
第
二
項
第
三
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
四
号
と
し
、
同
項
第
二
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

三

次
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
地
方
法
人
税

そ
の
課
税
事
業
年
度
の
地
方
法
人
税
法
第
十
九
条
第
一
項
又
は

第
六
項
（
確
定
申
告
）
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
の
期
間

第
十
四
条
第
二
項
中
第
二
号
を
第
三
号
と
し
、
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二

地
方
法
人
税
法
第
二
条
第
十
五
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
地
方
法
人
税
中
間
申
告
書
若
し
く
は
同
法
第
十
六
条

第
九
項
（
中
間
申
告
）
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
の
提
出
又
は
当
該
申
告
書
の
提
出
が
な
か
つ
た
こ
と
に
よ
る
決
定

に
よ
り
納
付
す
べ
き
地
方
法
人
税
及
び
当
該
地
方
法
人
税
に
係
る
修
正
申
告
書
の
提
出
又
は
更
正
に
よ
り
納
付
す

べ
き
地
方
法
人
税

４

法
第
四
十
六
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

法
第
四
十
六
条
第
三
項
各
号
に
定
め
る
税
額
に
相
当
す
る
国
税
を
一
時
に
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
事
情
の

詳
細

二

第
一
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
並
び
に
第
二
項
第
三
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項

三

法
第
四
十
六
条
第
三
項
の
申
請
を
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
そ
の
国
税
の
納
期
限
後
に
す
る
場
合
に
は
、
そ

の
理
由

５

法
第
四
十
六
条
の
二
第
三
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
書
類
は
、
第
三
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま

で
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

６

法
第
四
十
六
条
の
二
第
四
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

猶
予
期
間
の
延
長
を
受
け
よ
う
と
す
る
国
税
の
年
度
、
税
目
、
納
期
限
及
び
金
額

二

猶
予
期
間
内
に
そ
の
猶
予
を
受
け
た
金
額
を
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
や
む
を
得
な
い
理
由
及
び
そ
の
猶
予

期
間
の
延
長
を
受
け
よ
う
と
す
る
期
間

三

第
二
項
第
三
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項

７

法
第
四
十
六
条
の
二
第
五
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
書
類
は
、
第
三
項
第
四
号
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

第
三
十
八
条
第
二
項
中「（
国
税
庁
長
官
へ
の
申
出
）」を「（
国
税
庁
長
官
の
法
令
の
解
釈
と
異
な
る
解
釈
等
に
よ
る
裁

決
）」に
、「
行
な
う
」
を
「
行
う
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
行
な
う
」
を
「
行
う
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に

定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
三
十
八
条
の
改
正
規
定

平
成
二
十
六
年
四
月
一
日

二

第
五
条
第
六
号
の
改
正
規
定
、
第
十
三
条
第
二
項
第
三
号
の
改
正
規
定
、
同
号
を
同
項
第
四
号
と
し
、
同
項
第
二

号
の
次
に
一
号
を
加
え
る
改
正
規
定
及
び
第
十
四
条
第
二
項
の
改
正
規
定

平
成
二
十
六
年
十
月
一
日

三

第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
二
の
改
正
規
定
及
び
第
十
三
条
第
二
項
第
二
号
の
改
正
規
定

平
成
二
十
八
年
四
月
一

日

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

š˜˜


		2014-03-31T09:05:30+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




